
１　施策の位置づけ

２　施策の評価 ※別紙成果指標あり（合計特殊出生率、年間出生数）

％

％

％

％

人

人

３　主な取組

1

記号

93 5

94 5

95 5

96 3

97 5

98 5

99 5

100 5

101 5

102 5

103 5

104 5

196 5

274 5

273 5

271 5

眼科屈折検査機器賃借料 住民福祉課 維持

健康相談（窓口の周知・機能強化） 住民福祉課 維持 維持 Ａ

生活習慣病予防健診委託料 住民福祉課 維持

各種ガン検診委託料 住民福祉課 維持

健診調査結果エントリー処理委託料 住民福祉課 維持

健康づくり事業委託料 住民福祉課 維持

健康診査委託料 住民福祉課 維持

後期高齢者健診事業委託料 住民福祉課 維持

人間ドック補助金 住民福祉課 維持

特定健診等データ管理事業委託料 住民福祉課 維持

事務事業名 担当課 成果

レセプト点検事務支援事業委託料 住民福祉課 維持

保健補導員活動報償金 住民福祉課 維持

健康管理システム委託料 住民福祉課 維持

30.0

医師の確保 3 3.0 3.0 3.0 3

大腸がん検診受診率
（ドックを含む）

27.0 31.3 25.7 18.7

40.0

　

健診情報連携システム整備委託料 住民福祉課 維持 維持 Ａ 　

番組制作委託料 住民福祉課 維持 維持 Ａ 　

特定検診受診率の上
昇

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

胃がん検診受診率
（ドックを含む）

15.0 15.3 未実施 16.6

単
位

基準値 達成値

コスト 評価 重点化

60.0

住民福祉課

災害時の看護師等の
登録人数

0 0 0 0 10

20.0

肺がん検診受診率
（ドックを含む）

37.0 34.3 30.7 17.5

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

担当課
H30 R1 R2 R3

53.1 51.7 48.9 49.9

心身の健康づくりの推進 総合評価

誰もが生涯健康で暮らし続けることができるよう、ライフステージに応じた心身の健康づくりや特
定健診・がん検診の受診を推進 Ａ

R4 R5 R6

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

維持 Ａ 　

縮小 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

目標値
指標（ＫＰＩ）

健康管理システム改修委託料 住民福祉課 維持 維持 Ａ 　



2

記号

197 5

3

記号

105 5

106 5

107 5

272 5

4

記号

108 5

109 5

270 5

４-１　施策の評価・検証　（住民福祉課）

医療関係従事者活動報償金 住民福祉課 維持

ワクチン接種事業補助金 住民福祉課 維持

　

事務事業名 担当課 成果

在宅当番医制事業委託料 住民福祉課 維持

適切な食習慣や栄養バランスに関する普及・啓発 住民福祉課 維持

食育に対する意識を高め、食を通じた健康づくりや村民同士のコミュニケーション等を促進

維持 Ａ 　

事務事業名 担当課 成果

事務事業名 担当課 成果 コスト 評価 重点化

　

　

　

　

事業構成の適正
検診等の実施、感染症予防において、村内の開業医や近隣市村の医療機関等との連携
したの取組が行われている。

事業の重点化
世代にあった検診方法（検診後のサポート含む）の検討と村内開業医減少に対応する
ための検討。

　

評価視点 評価コメント

保健・医療提供体制の充実 総合評価

村民が医療機関に受診しやすい体制づくりと、緊急時や重症の際に適切な医療を受けることができ
るよう、近隣市町村の保健・医療機関と連携し、救急・専門医療を提供 Ａ

コスト 評価 重点化

維持 Ａ 　

村内医療体制対策検討委員会報酬 住民福祉課 維持

　

感染症に関する情報の積極的な発信を行うとともに、予防接種の推進を図り、村内での感染症の蔓
延を防ぐ Ａ

　

感染症対策の推進 総合評価

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

予防接種委託料 住民福祉課 維持

予防接種委託料 住民福祉課 維持

食育の推進 総合評価

維持 Ａ 　

医療関係従事者活動報償金 住民福祉課 維持 維持 Ａ 　

Ａ

コスト 評価 重点化

　

維持 Ａ
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称後期高齢者健診事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

①後期高齢者健診事業委託料 864,000 ①後期高齢者健診事業委託料 821000

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 松本医師会に業務委託を行い、年5日（10、１１月）集団健康診断を行う。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 村内に住所を有する75歳以上の者（当該年度の4月1日現在75歳の者） 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 被保険者の疾病の早期発見、生活習慣病予防及び自主健康管理の向上、健康保持増進を図る 経費区分 経常

'07 開始年度

新/継 継続

目 標 健診受診人数100名

➀

500
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 健診受診者９１名 単位 健診受診者86名

そ の 他 特 財

一 般 財 源 364 一 般 財 源 348 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

473

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

集団健診受診者91人（R2.4.1被保険者数804人）
健診受診率11.3%

集団健診受診者86人（R3.4.1被保険者数782人）
健診受診率10.9%

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

後期高齢者は持病がある方や介護認定を受けて
いる方もおり、健診受診者は毎年100名弱となり
受診率も低い。国保から継続的に受診勧奨を行
い受診率を上げる必要がある。

後期高齢者は持病がある方や介護認定を受けて
いる方もおり、健診受診者は毎年90名弱となり受
診率も低い。国保から継続的に受診勧奨を行い
受診率を上げる必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 532
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 1,014 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

93令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 482 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

引き続き、健康村として維持していくために受診
者の保持増進を図る。

引き続き、健康村として維持していくために受診
者の保持増進を図る。

単位目標値 健診受診者人数１００名 単位 健診受診者人数１００名 単位
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 受診人数15名 単位 単位

94令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 203 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

引き続き、健康村として維持していくために受診
者の保持増進を図る。

財源

（千円）

予算額 450 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金 247
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

後期高齢者は集団健診受診者のほうが多く、人
間ドック受診率は低い。受診勧奨を行い受診率を
上げる必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

人間ドック受診者15人（R2.4.1被保険者数804人）
人間ドック受診率1.8%

目標実績値 人間ドック受診者15名 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 183 一 般 財 源 320 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

222
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 村内に住所を有する75歳以上の者（当該年度の4月1日現在75歳の者） 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 被保険者の疾病の早期発見、生活習慣病予防及び自主健康管理の向上、健康保持増進を図る 経費区分 経常

'07 開始年度

新/継 継続

目 標 受診人数15名

予算科目 款 '03 項 '01 目

手 段 医療機関において人間ドックを受けてから費用請求

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称人間ドック補助金

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀後期高齢者健診事業費 405,000 ➀
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【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称特定健診等データ管理事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ 特定健診等データ管理 90 ➀ 特定健診等データ管理 90

予算科目 款 '03 項 '03 目

手 段 広報、ホームページにより周知を図り、受診開始までに特定健康診査受診券を送付する。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 村内に住所を有する20歳以上の者（当該年度の4月1日現在40歳の者） 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 被保険者の疾病の早期発見、生活習慣病予防及び自主健康管理の向上、健康保持増進を図る 経費区分 経常

'01 開始年度

新/継 継続

目 標 特定健診受診率60％達成することを目標とする。

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 特定健診受診率60％ 単位 特定健診受診率60％

そ の 他 特 財

一 般 財 源 46 一 般 財 源 42 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

特定健診受診者288人
・集団健診受診者180人
・個別健診受診者108人
特定健診受診率48.9%

特定健診受診者266人
・集団健診受診者179人
・個別健診受診者87人
特定健診受診率49.9%

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

医療機関に受診されている者の受診率が低い 医療機関に受診されている者の受診率が低い

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 90 予算額 90 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

95令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 90 一 般 財 源 90 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

引き続き、健康村として維持していくために受診
者の保持増進を図る。

特定健診未受診者の電話・訪問等の受診勧奨の
実施

単位目標値 特定健診受診率60％ 単位 特定健診受診率60％ 単位



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称レセプト点検事務支援事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀レセプト点検事務支援事業委託料 156,000 ➀レセプト点検事務支援事業委託料 156,000

予算科目 款 '03 項 '03 目

手 段 国保連合会による単月点検・縦覧点検・突合点検

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 朝日村国民健康保険に加入する者 補助単独 単独

選挙管理委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 不正請求の防止 経費区分 経常

'01 開始年度

新/継 継続

目 標 医療費の適正化を図る

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 レセプト返還件数10件 単位 レセプト返還件数10件

そ の 他 特 財

一 般 財 源 121 一 般 財 源 128 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

不正請求や二重請求がすぐ判別でき、レセプトが
返還できた。

不正請求や二重請求がすぐ判別でき、レセプトが
返還できた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

不正請求の早期発見をすることにより委託料を
少し
でも減らすこと

制度改正に伴う不正請求防止

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 156 予算額 156 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

96令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 156 一 般 財 源 156 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

引き続き不正請求を未然に防止し、医療費を適
正な状態に保つ

算定基準、算定方法の制度改正による専門家と
の連携による確認

単位目標値 レセプト返還件数20件 単位 レセプト返還件数20件 単位



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

報償費細節名称保健補導員活動報償金

担当者 係長

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

②保健補導員会会議・研修会出席報償金 68 ②保健補導員会会議・研修会出席報償金 238

活動指標

事業費

➀保健補導員健診申込書配布回収報償金 281 ➀保健補導員健診申込書配布回収報償金 238

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 保健補導員の活動により、地域住民の健診受診促進と健康づくりへの契機

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②保健補導員会会議・研修会出席報償金 33

2 年度 所 管 課

③保健補導員関係事務 ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康寿命延伸 経費区分 経常

'01 開始年度

新/継 継続

目 標 健診申込書の配布・回収と年7回の会議及び研修会への参加をすることで健康に関する知識の習得

➀保健補導員健診申込書配布回収報償金 280

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値
健診申込書配布・回収した地区35地区中34地

区 単位
健診申込書配布・回収した地区35地区中34地

区

そ の 他 特 財

一 般 財 源 314 一 般 財 源 306 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

コロナ感染症拡大防止のため会議と研修会は初回以外中止。

健診申込書配布と回収は、従来の方法を変え実施し。1地区を除

き全ての住民へ配布し、回収は役場もしくは保健補導員宅への

提出しとした。

コロナ感染症拡大防止のため会議と研修会は中止。

健診申込書配布と回収は、昨年度と同様コロナ感染症予防のた

め、従来の方法を変え実施し、全ての住民へ配布し、回収は役

場もしくは保健補導員宅への提出しとした。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・コロナ禍において、保健補導員活動を行う必要性について

・仕事や家庭の事情により、会議や研修化への参加が困難な者

がいる

・地区活動が希薄する中で、保健補導員の特色をどのように地

区に生かし活動していくか。

・コロナ禍において、保健補導員活動を行う必要性について

・仕事や家庭の事情により、会議や研修化への参加が困難な者

がいる

・地区活動が希薄する中で、保健補導員の特色をどのように地

区に生かし活動していくか。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 518 予算額 518 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

97令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 518 一 般 財 源 518 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

健診申込書の配布・回収と、年２回の会議と研修
会への参加

健診申込書の配布・回収と、年7回の会議と研修
会への参加

単位目標値
健診申込書配布・回収した地区が全地区

会議・研修会の出席率70％以上 単位
健診申込書配布・回収した地区が全地区

会議・研修会の出席率70％以上 単位



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 毎月のシステム保守12回 単位

98令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 21 一 般 財 源 22 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

電算株式会社に健康管理システムの保守を委託
することで、システムを活用し健康管理が適切に
行える

電算株式会社に健康管理システムの保守を委託
することで、システムを活用し健康管理が適切に
行える

財源

（千円）

予算額 21 予算額 22 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

特になし 特になし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

電算株式会社に健康管理システムの保守を委託
することで、システムを活用し健康管理が適切に
行えている

電算株式会社に健康管理システムの保守を委託
することで、システムを活用し健康管理が適切に
行えている

目標実績値 単位 毎月のシステム保守１２回

そ の 他 特 財

一 般 財 源 21 一 般 財 源 22 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康寿命延伸 経費区分 経常

'01 開始年度

新/継 新規

目 標 健康管理システムの適切な活用

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 健康管理システムの管理・操作方法の助言等を電算株式会社に委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称健康管理システム委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀健康カルテシステム保守料 21 ➀健康カルテシステム保守料 22



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 事業実施数　30回以上 単位 回 事業実施数　30回以上 単位

99令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 100 一 般 財 源 100 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

食生活改善普及事業　保健補導員研修会、男性の
料理教室、健康講座調理実習等　１０回
母子栄養指導事業　６回
高齢者食生活改善事業　シルバークッキングやシニ
アランチ、地域ふれあいサロン等　１２回
その他食生活改善普及事業、村の健康づくり事業一
般

食生活改善普及事業　保健補導員研修会、男性の
料理教室、健康講座調理実習等　１０回
母子栄養指導事業　６回
高齢者食生活改善事業　シルバークッキングやシニ
アランチ、地域ふれあいサロン等　１２回
その他食生活改善普及事業、村の健康づくり事業一
般

財源

（千円）

予算額 100 予算額 100 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・コロナ禍における事業の実施について。感染拡
大に配慮しながら、どのように活動を進めていく
か
・ヘルスメイトの会員の確保（年々微減している)

・コロナ禍における事業の実施について。感染拡
大に配慮しながらの活動の進め方
・ヘルスメイトの会員の確保

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

食生活改善普及事業　１０回（およそ１００人）
母子栄養指導事業　６回（およそ１００人）
高齢者食生活改善事業　１２回（およそ１５０人）
その他食生活改善普及事業、村の健康づくり事業一
般

食生活改善普及事業　０回

母子栄養指導事業　４回（およそ６０人）

高齢者食生活改善事業　４回（およそ３０人）

その他食生活改善普及事業（朝日村文化祭２日間・野菜料理

コーナー１２回）、村の健康づくり事業一般

ヘルスメイト研修２回

目標実績値 事業実施数　30回以上 単位 回 事業実施数　30回以上

そ の 他 特 財

一 般 財 源 100 一 般 財 源 100 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康寿命延伸と食に関する正しい知識・理解の普及 経費区分 経常

'01 開始年度

新/継 継続

目 標 食生活改善普及事業、母子栄養指導事業、高齢者食生活支援事業等の実施

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段
朝日村ヘルスメイトに食生活改善（食生活改善普及事業、母子栄養指導事業、高齢者食生活支援事業等）に関する業務を委託す

る

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②事務

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称健康づくり事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②事務 ②

活動指標

事業費

➀朝日ヘルスメイト健康づくり委託料 100 ➀朝日ヘルスメイト健康づくり委託料 100



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

人 単位目標値 30 単位 人 30 単位

100令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 4,151 一 般 財 源 4,151 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・妊娠届時に受診券の発行。
・委託医療機関において、妊娠週数にあった検査
内容の費用を負担する。
・コロナウイルスワクチン接種も進んできたため、
例年通りの妊娠数を見込む。

・妊娠届時に受診券の発行。
・委託医療機関において、妊娠週数にあった検査
内容の費用を負担する。
・例年通りの妊娠数を見込む。

財源

（千円）

予算額 4,151 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

特になし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ％ 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・妊娠届時に受診券の発行。
・委託医療機関において、妊娠週数にあった検査
内容の費用を負担する。
・令和2年度は対象者数24件、受診率100％。コ
ロナウイルス感染症蔓延のため、例年より妊婦
数の減。

・妊娠届時に受診券の発行。
・委託医療機関において、妊娠週数にあった検査
内容の費用を負担する。
・令和３年度は対象者数28件、受診率100％。昨
年度より4件の増加。

目標実績値 健診受診率100 単位 ％ 健診受診率100

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2,986 一 般 財 源 2,946 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 妊婦健診の受診日に村内に住所を有する妊婦 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 妊婦の健康保持及び疾病の早期発見と胎児の健やかな発育 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 健診受診率100％

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 全額費用負担

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称健康診査委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標  

事業費

➀妊婦一般健康診査委託費 2,968 ➀妊婦一般健康診査委託費 2946



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

人 単位目標値 健診受診者100人以上 単位 人 健診受診者100人以上 単位

101令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,243 一 般 財 源 1,243 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

4～5月に健診申込書の配布・回収。
広報やケーブルテレビ等で健診受診勧奨。

4～5月に健診申込書の配布・回収。
特定健診対象者の電話勧奨時に、39歳以下の
電話勧奨も実施。その他広報やケーブルテレビ
等で健診受診勧奨。

財源

（千円）

予算額 1,243 予算額 1,243 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・コロナ禍における健診の実施
・朝日村国保加入者以外の健診実態が困難なた
め、徹底した個別勧奨ができない

・コロナ禍における健診の実施
・朝日村国保加入者以外の健診実態が困難なた
め、徹底した個別勧奨ができない

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 人 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・4～5月に健診申込書の配布・回収。広報や
ケーブルテレビ等で健診受診勧奨を行った。
・コロナ禍における健診のため、感染拡大に配慮
し10・11月に健診を実施した。

・4～5月に健診申込書の配布・回収。広報や
ケーブルテレビ等で健診受診勧奨を行った。
・コロナ禍における健診のため、感染拡大に配慮
し10・11月に健診を実施した。

目標実績値 健診受診者76人 単位 人 健診受診者69人

そ の 他 特 財

一 般 財 源 946 一 般 財 源 886 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀生活習慣病予防健診委託料

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 16～39歳の住民 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康寿命の延伸のための生活改善是正の契機と病気の早期発見・早期治療 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 100人以上が循環器健診を受診する

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 松本医師会検査センターに循環器健診業務を委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②健診受診勧奨

2 年度 所 管 課

③保健指導 ③保健指導 ③保健指導

委託料細節名称生活習慣病予防健診委託料

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

②健診受診勧奨 ②健診受診勧奨

活動指標

事業費

➀生活習慣病予防健診委託料 946 ➀生活習慣病予防健診委託料 886



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称各種ガン検診委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②検診受診勧奨 ②

活動指標

事業費

①各種がん検診委託料 4,504 ①各種がん検診委託料 5355

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 松本医師会検査センター及び長野県健康づくり事業団に業務を委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②検診受診勧奨

2 年度 所 管 課

③検診に関する事務 ③検診に関する事務 ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民（がん検診によって性別・年齢の対象が異なる） 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 各種がんの早期発見・早期治療 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 受診率：子宮20.0％、乳30.0％、肺40.0％、大腸30.0％、胃20.0％

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④要精密検査者の受診勧奨 ④要精密検査者の受診勧奨 ④

目標実績値受診率：子宮17.7、乳28.0、肺30.7、大腸30.7 単位 ％
受診率：子宮14.3、乳15.3、肺17.5

大腸18.７、胃16.6

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,504 一 般 財 源 5,355 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ％ 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

＜集団検診＞子宮がん検診7・11月、乳房検診７・８・１１月、胸部

レントゲン検診１０・１１月、肺CT検診、大腸がん検診１０・１１・１

月実施

胃がん検診は新型コロナ感染症拡大防止のため中止

＜個別検診＞子宮・乳がん検診７～３月

＜受診勧奨＞広報やケーブルテレビ等

＜集団検診＞子宮がん検診7・11月、乳房検診７・８・１１月、胸部

レントゲン検診１０・１１月、肺CT検診、大腸がん検診１０・１１・１

月実施

胃がん検診１０、１１、１月実施

＜個別検診＞子宮・乳がん検診７～３月

＜受診勧奨＞広報やケーブルテレビ等

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・検診受診する者が固定化している

・若年者の受診者が少ない

・胃カメラは、医療機関で受診できる個別検診の体制づくりが必

要（村だけでは対応不可。県等広域での働きかけが必要）

・検診受診する者が固定化している

・職場検診の実態が把握できない

・胃カメラは、医療機関で受診できる個別検診の体制づくりが必

要（村だけでは対応不可。県等広域での働きかけが必要）

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 6,700 予算額 6,850 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

102令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 6,700 一 般 財 源 6,850 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

＜集団検診＞子宮がん検診7・11月、乳房検診
７・８・１１月、胸部レントゲン検診１０・１１月、肺
CT検診、大腸がん検診１０・１１月、胃がん検診１
０・１１・１月
＜個別検診＞子宮・乳がん検診７～３月
＜受診勧奨＞広報やケーブルテレビ等

＜集団検診＞子宮がん検診7・11月、乳房検診
７・８・１１月、胸部レントゲン検診１０・１１月、肺
CT検診、大腸がん検診１０・１１月、胃がん検診１
０・１１・１月
＜個別検診＞子宮・乳がん検診７～３月
＜受診勧奨＞広報やケーブルテレビ等

％ 単位目標値
受診率：子宮20.0、乳30.0、肺40.0

大腸30.0、胃20.0
単位 ％

受診率：子宮14.3、乳15.3、肺17.5

大腸18.７、胃16.6
単位



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称健診調査結果エントリー処理委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀健診調査結果エントリー処理委託 81,400 ➀健診調査結果エントリー処理委託 81,400

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 電算株式会社に健康管理システムに健診申込のデータ入力への委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康寿命延伸 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 希望する健診を住民が受診できるように健診申込のデータ処理

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 申込情報入力率100％ 単位 ％ 申込情報入力率100％

そ の 他 特 財

一 般 財 源 81 一 般 財 源 82 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ％ 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

４月に健診申込書配布・回収を行い、健診担当
者等がその申込書の内容確認を行い、電算株式
会社に郵送。電算が申込情報を649件入力。

４月に健診申込書配布・回収を行い、健診担当
者等がその申込書の内容確認を行い、電算株式
会社に郵送。電算が申込情報を974件入力。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

特になし 特になし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 82 予算額 82 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

103令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 82 一 般 財 源 82 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

４月に健診申込書配布・回収を行い、健診担当
者等がその申込書の内容確認を行い、電算株式
会社に郵送。電算が申込情報を入力する。

４月に健診申込書配布・回収を行い、健診担当
者等がその申込書の内容確認を行い、電算株式
会社に郵送。電算が申込情報を入力する。

％ 単位目標値 申込情報入力率100％ 単位 ％ 申込情報入力率100％ 単位



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

使用料及び賃借料細節名称眼科屈折検査機器賃借料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②視力検査 ②

活動指標

事業費

➀賃借料の支払い 50 ➀賃借料の支払い 50

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 眼科屈折検査機器を貸付使用する

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②視力検査

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 3歳以上児 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 弱視斜視を発見し、早期治療に結び付け児の健やかな成長の一助とする。 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 眼科検診実施率90％

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 実施率96 単位 ％ 実施率90

そ の 他 特 財

一 般 財 源 50 一 般 財 源 50 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ％ 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

視力検査、屈折検査、視能訓練士による検診。
屈折異常の早期発見・早期治療が重要である。
眼科検診を実施することにより、屈折異常の早期
発見ができており、弱視の子どもは発生していな
い。

視力検査・屈折検査・視能訓練士による眼位検
査をし、異常がある場合精密検査受診対象者と
なる。令和3年度は対象者115名中115名の全て
の児を実施できた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

眼科検診で紹介状を発行しても、眼科を受診しな
い親へのフォロー、再受診勧奨が必要。

紹介状を出しても、眼科を受診しない児がいた。
再勧奨が必要。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

50 予算額 50 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

104令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 50 一 般 財 源 50 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・屈折機械賃借料　50千円計上
・要精査になった児への受診勧奨を行い、精密
検査率100％目指す。

・屈折機械賃借料　50千円計上
・要精査になった児への受診勧奨を行い、精密
検査率100％目指す。

％ 単位目標値 実施率90 単位 ％ 精密検査受診率100 単位



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

件 単位目標値 健康相談100件 単位 件 健康相談100件 単位

196令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

広報等を通じて健康相談窓口の周知を行い、健
康相談に応じる体制の確保（保健師・管理栄養
士）
どのような健康相談に応じることができるようにす
る
村内の医療機関と連携して、医師より健康窓口
の利用を促してもらう

広報等を通じて健康相談窓口の周知を行い、健
康相談に応じる体制の確保（保健師・管理栄養
士）
どのような健康相談に応じることができるようにす
る
村内の医療機関と連携して、医師より健康窓口
の利用を促してもらう

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍のため、相談対応を慎重に実施しなけれ
ばならない
相談窓口が認知されていない

コロナ禍のため、相談対応を慎重に実施しなけれ
ばならない

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 件 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・健幸の窓・広報・回覧板等で健康相談窓口の周
知
・保健師・管理栄養士の健康相談92件

・健幸の窓・広報・回覧板等で健康相談窓口の周
知
・保健師・管理栄養士の健康相談113件

目標実績値 健康相談92件 単位 件 健康相談113件

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康に関する悩み・問題の解決 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 100人以上の健康相談に対応する

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 保健師や管理栄養士が対象者の悩みや問題に応じて助言が行える

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②　健康相談の実施

2 年度 所 管 課

③　専門職の知識向上のため研修会への参加 ③　専門職の知識向上のため研修会への参加 ③

住民福祉課細節名称健康相談（窓口の周知・機能強化）

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②　健康相談の実施 ②

活動指標

事業費

➀　健康相談窓口の周知（広報等） ➀　健康相談窓口の周知（広報等）



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称健診情報連携システム整備委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ 健（検）診情報連携システム整備事業 2,057

予算科目 款 04 項 01 目

手 段 情報連携ができるよう、電算株式にシステム改修を委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 住民が自分の健診データを活用して、自分自身で健康管理ができ、健康づくりの取組ができる。 経費区分 臨時

03 開始年度

新/継 新規

目 標 住民自ら健康づくりができる

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 2,057 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

1,095

単位 単位

そ の 他 特 財 962

取組内容
と成果

健診結果等の電子化した情報について、転出入
時に市町村間で引き継がれる仕組づくりと、個人
が一元的に確認できる仕組を構築する。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

274令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

健（検）診情報連携システム整備事業は終了した
が、毎年システムの保守が必要

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称番組制作委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ｃ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀健康体操製作費 66

予算科目 款 04 項 01 目

手 段 ケーブルテレビで健康体操の放送を行う

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 後期高齢者および一般住民 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康寿命の延伸と医療費の抑制 経費区分 経常

03 開始年度

新/継 新規

目 標 フレイルおよび認知症を予防し、介護状態になる人を減らす

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 66 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・テレビで健康体操を流すことで、普段教室や講
座に参加しない人にも見てもらうことができた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・当初、一体的実施事業の委託料を充てることを
予定していたが、対象外事業となってしまった。
・健幸ポイント事業でも番組制作をしているため、
調整が必要。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

273令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 0 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・番組制作は、一体的実施事業単独での行わ
ず、別のアプローチでフレイル・認知症予防を実
施していく

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称健康管理システム改修委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ①システム改修 935

予算科目 款 04 項 01 目

手 段 健康カルテシステムを用いて管理

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 インフルエンザ及びロタウィルスワクチンの接種管理を行うため 経費区分 臨時

01 開始年度

新/継 新規

目 標 接種情報の登録ができる環境整備

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位 システム改修実施率１００％

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 935 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

株式会社電算にインフルエンザ及びロタワクチン
接種情報を登録するためのシステム整備及び改
修を委託

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題 特になし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

271令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

住民福祉課細節名称適切な食習慣や栄養バランスに関する普及・啓発

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②特定保健指導や一体的実施事業での普及・啓発②

活動指標

事業費

①　広報の作成 ➀乳幼児健診等での食生活指導

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 管理栄養士が食に関する情報を広報等で周知

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②　回覧板の作成

2 年度 所 管 課

③ ③広報の作成 ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 0

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康寿命延伸 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 食に関する情報を広報や回覧板での周知3回以上

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 広報や回覧板での周知3回以上 単位 回 広報や回覧板での周知3回以上

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

食に関する情報提供
広報1回
回覧板4回

・食に関する情報提供（広報１回）
・食育講座の開催（１回）
・乳幼児健診や離乳食教室等実施

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

特になし 特になし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

197令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

食に関する情報提供の実施
広報1回
回覧板3回

・食に関する情報提供の実施（広報１回・回覧板
３回）
・乳幼児健診や離乳食教室等での食生活指導実
施
・特定保健指導や一体的実施事業での普及啓発

回 単位目標値 広報や回覧板での周知3回以上 単位 回 広報や回覧板での周知3回以上 単位



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 3

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

％ 単位目標値 単位 令和7年度末抗体保有率９０ 単位

105令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 0 一 般 財 源 163 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

令和3年度までの事業のため、廃止とする。 令和7年度まで期間延長。
再周知をする。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 326 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 163
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・令和3年度で事業終了
・抗体陰性者は100％予防接種実施していたが、
そもそも抗体価検査を受ける人が少ないので評
価できない。

令和7年度まで期間延長。
抗体検査実施率が低い。再周知が必要。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

48

単位 ％ 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

対象者535名（令和元年3月末時点）令和元年、2
年合算
・抗体検査を実施し、抗体が陰性の者には予防
接種を実施する。
・抗体検査実施者128名（実施率23.9％）内抗体
陰性者39名、陰性者の予防接種実施者39名（実
施率100％）

令和3年度で事業終了予定であったが、令和7年
まで延長されることとなった。
対象者は令和2年度と同様。
令和3年度抗体検査実施者は15名内抗体陰性
者7名、陰性者の予防接種実施者7名であった。
令和元年度～令和3年度を合算すると、抗体検
査実施率26.7％目標実績値 R３年度末抗体保有率90 単位 ％ 令和7年度末抗体保有率９０

そ の 他 特 財

一 般 財 源 310 一 般 財 源 250 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

310
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 昭和37年４月２日から昭和54年４月１日の間に生まれた男性 補助単独 補助

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 風疹患者の発生を防ぐ 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 2021年度末までに対象者の抗体保有率90％を目指す（国の目標）

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 対象者に通知し、抗体価の検査、予防接種の指導・勧奨を行う。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②通知文の郵送

2 年度 所 管 課

③接種勧奨・周知 ③接種勧奨・周知 ③

委託料細節名称予防接種委託料

担当者 係長

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②通知文の郵送 ②

活動指標

事業費

➀予防接種委託費支払い 620 ➀予防接種委託費支払い 298
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称予防接種委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀予防接種委託費支払い 9,131 ➀

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 予防接種の接種機会を安定的に確保し、周知する

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②健康カルテへの接種歴入力

2 年度 所 管 課

③通知分の作成・郵送 ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 A類疾病の対象者 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 感染症の発症と重症化の予防及びまん延の防止を図る 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 乳幼児定期予防接種率90％

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 乳幼児定期予防接種率90 単位 ％

そ の 他 特 財

一 般 財 源 9,131 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

令和２年度、指定医療機関にて予防接種実施。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・一部接種しない者がおり、接種率が100％にな
らない。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

11,072 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

106令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 11,072 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・予防接種委託費　11072千円
・新生児訪問や乳幼児健診でワクチン接種につ
いて説明・勧奨。
・接種券の郵送。

単位目標値 乳幼児定期予防接種率90 単位 ％ 単位
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 12 単位 名 単位

107令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 404 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

①県外定期予防接種補助金　191955円×1名分
②がん治療等による免疫消失による予防接種再
接種費用助成　191955円×1名分
③高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種補助金
2000×10名

財源

（千円）

予算額 404 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

特に課題はないが、申請があった時のために計
上する。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・県外定期予防接種補助金申請０件
・がん治療による免疫消失による予防接種再接
種費用助成０件
・高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種補助金2000
×2名

目標実績値 4 単位 名

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4 一 般 財 源 150 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④子宮頸がん ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象
やむを得ない事情により、長野県外の医療機関等において予防接種を受ける場合、村内に住所が
あるもの

補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 感染症の発症と重症化の予防及びまん延の防止を図る 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 ワクチン接種を希望する者への補助

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 補助金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②がん治療等による免疫消失による予防接種再接種費用助成0

2 年度 所 管 課

③高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種補助金 4 ③高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種補助金 ③

補助金細節名称ワクチン接種事業補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②がん治療等による免疫消失による予防接種再接種費用助成②

活動指標

事業費

①県外定期予防接種補助金 0 ①県外定期予防接種補助金
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

報償費細節名称医療関係従事者活動報償金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②管理栄養士賃金 ②

活動指標

事業費

➀ ➀歯科医師・衛生士賃金

予算科目 款 04 項 01 目

手 段

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 歯科検診の歯科医師等の報酬及び骨密度測定後の栄養指導報酬 経費区分 経常

03 開始年度

新/継 新規

目 標 歯科検診及び骨密度測定後の栄養指導の実施

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 64 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

循環器健診時に歯科検診の実施ができた。
骨密度検査後、支援が必要な者に保健指導(栄
養)ができた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

272令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 4

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

100% 単位目標値 希望する者全員が受診できる 単位 100% 希望する者全員が受診できる 単位

108令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 342 一 般 財 源 340 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

塩筑医師会管轄の医療機関において当番制で
診療することいよって、休日等に医療機関にかか
ることができる

塩筑医師会管轄の医療機関において当番制で
診療することいよって、休日等に医療機関にかか
ることができる

財源

（千円）

予算額 342 予算額 340 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

特になし 特になし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 100% 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

塩筑医師会管轄の医療機関において当番制で
診療しすることによって、希望する者が休日等に
医療機関にかかることができた。塩筑医師会の
実績値、１日当たり２８．８人

塩筑医師会管轄の医療機関において当番制で
診療しすることによって、希望する者が休日等に
医療機関にかかることができた。塩筑医師会の
実績値、１日当たり  ２２．２人

目標実績値 希望する者全員が受診できる 単位 100% 希望する者全員が受診できる

そ の 他 特 財

一 般 財 源 342 一 般 財 源 339 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 緊急医療の確保 経費区分 経常

'01 開始年度

新/継 継続

目 標 休祭日においても医療機関に受診できる

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 塩筑医師会に在宅当番医制事業の委託

事務事業の
主な業務

令和２塩筑医師会管轄の医療機関において当番制で診療し、休日等に医療機関にかかることができ事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称在宅当番医制事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

①在宅当番医制事業委託料 341,667 ①在宅当番医制事業委託料 339,189



【朝日村第６次総合戦略】 6 1 4

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

報償費細節名称医療関係従事者活動報償金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀乳幼児健診医療スタッフ報奨金支払い 904 ➀

予算科目 款 '04 項 '01 目

手 段 乳幼児健診

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②乳幼児健診対象者の通知発送

2 年度 所 管 課

③乳幼児健診の運営 ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 0歳～3歳の児および母親 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 乳幼児の発育・発達、その他疾病及び異常を早期に発見し、健康の保持増進を図る 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 1歳6か月健診、3歳児健診受診率90％

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④健診後のフォロー（訪問・電話等） ④ ④

目標実績値 法定健診実施率90 単位 ％

そ の 他 特 財

一 般 財 源 904 一 般 財 源 799 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【健診内容】歯科健診、小児科医師診察、歯科指
導、発育・発達確認、栄養指導
コロナ禍であったが、法定健診は年4回実施し、
令和2年度受診率90％超できた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

一部の者で健診未受診者がいる。何度も受診勧
奨するが未受診である。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 1,024 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

109令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,024 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・健診未受診者には訪問や電話等で状況を確認
し、受診勧奨と児の発達状況に応じてフォローす
る。

単位目標値 法定健診実施率90 単位 ％ 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

報酬細節名称村内医療体制対策検討委員会報酬

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀村内医療体制相談会 6

予算科目 款 04 項 01 目

手 段 医療に関して専門知識を有する者を参集し、医療が確保できる体制づくりを検討する

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ６．安心して自分らしく健康に暮らし続けられるしくみづくり

主要施策 ６－１．保健・医療が充実し、誰もが健康でいきいきと暮らせる環境をつくります

対 象 住民 補助単独 単独

住民福祉課

事 業 名 称

概 要

目 的 医療体制の確保 経費区分 経常

01 開始年度

新/継 新規

目 標 住民が必要に感じるとき医療機関にかかることができる

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位 村内に１医療機関

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 6 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

相談会を実施する前に、医療機関を確保するた
めの手段を専門家から聞き取る。解決方法は明
確にならず、専門家に引き続き助言をもらいなが
ら検討する。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題 医師の確保

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 90 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

270令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 90 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

単位目標値 単位 村内に１医療機関 単位


